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Article LXXXIII No public money or property shall be appropriated for the
use, benefit or support of any system of religion, or religious institution or as-
sociation, or for any charitable, educational or benevolent purposes not under














































①【モデル州憲法 Bill of Rights Sec. 10】(1921～1933）
No public money or property shall ever be appropriated, applied，donat-
ed, or used directly or indirectly, for the use, benefit or support of any sect,
church, denomination, sectarian institution or association, or system of re-
ligion, or for charitable, industrial, educational or benevolent purposes not










No public money or property shall be appropriated, applied or donated, di-
rectly or indirectly for the use, benefit or support of any system of reli-
gion, church, sect, denomination, religious institution or association, or for
any charitable, educational or benevolent purposes not under the control of
the state.
③【総司令部案83条（マッカーサー草案)】(1946. 2）
No public money or property shall be appropriated for the use, benefit or
support of any system of religion, or religious institution or association, or

































３版が1933年】にほぼ同じ規定がある。それによると，Bill of Rights Sec.
10 に “No public money or property shall ever be appropriated, applied，do-
nated, or used directly or indirectly, for the use, benefit or support of any sect,
church, denomination, sectarian institution or association, or system of relig-
ion, or for any charitable, industrial, educational or benevolent purposes not







































































































































ず，一切の公共団体が tax and rates によって得た収入を意味するから，



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(75) 浦部法穂 『全訂憲法学教室』 (日本評論社, 2000) 551頁，同旨・野上
修一 ｢私学助成の憲法理論｣ 法律論叢61巻 4・5 号合併号 (1989) 241頁。
こうした考え方は，古くは佐藤功教授によって主張さていた。佐藤教授
によれば,「私立学校に対する補助を，25条の生存権の保障および26条
の「ひとしく教育を受ける権利」の保障に努めるべき国の責務である」
と解し，これは憲法89条後段の「慈善・教育・博愛」事業とは無関係と
する（佐藤(功)・前掲注(42)1177～1178頁)。
(76) 佐藤幸治編著『要説コンメンタール日本国憲法』(中村睦男執筆）(三
省堂，1991) 351頁。阪本教授も,「89条は，(26条等により）国家に対
して義務づけている支出であっても，財政統制を及ぼすことを求めてい
るのであるから，この見解は早計といわざるをえない」(カッコ内・前
田）という。阪本昌成『憲法理論Ⅰ（補訂第３版)』(成分堂，2000）
322～323頁，青柳幸一「憲法89条後段と「協働」社会」ホセ・ヨンパ
ルト他『法の理論18』(成文堂，1999）123頁。
(77) 笹川隆太郎「公金支出の制限」『憲法の争点＜第３版＞（ジュリスト
増刊 法律学の争点シリーズ２)』(有斐閣，1999）272～273頁。
(78) ｢限定的財政監督説」とは，甲斐素直教授の説で，経常費補助に代表
される包括供与が避けられない事業では，その使途に対する個別具体的
な事後的財政監督を行おうとすれば，それは必然的に事業全般にわたる
監督とならざるを得ず，国等が当該事業に「過度の支配」を及ぼすこと
になる。しかし，公金を支出する以上，何らかの財政監督は必要である
ことから ｢個々の事業の主体性を奪わない範囲で実施される公的な一般
的財政監督｣ があれば包括供与は許されるとする説である。(甲斐素直
「憲法89条後半における「公の支配」の意義」日本大学法学部法学研究
所・法学紀要35巻（1993）301～306頁以下)。
(79) 笹川・前掲注(77)273頁。
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(80) この「財政統制説」は，小嶋教授（小嶋・前掲注(21)514頁）に始ま
り，今日，次第に有力となっている。青柳教授は「｢公の支配に属しな
い」事業という言葉は,「公の監督のもとにない」事業を意味するもの
と解される。そしてその「監督」は，89条後段の趣旨・目的からして財
政上の監督であって，事業を行う団体の人事や事業の執行に対する監督
ではない｡」(青柳・前掲注(76)124頁)。同旨，尾形・前掲注(17)167頁。
(81) 田中耕太郎博士は,「私学制度は大いなる教育的意義をもって」いる。
私立学校は国公立よりも自由な立場にあるから，そこで新しい教育上の
原理が発見されたり実験されたりする可能性が一層大である。多くの教
育的改革は……私学においてはじまったものである。しかし最も重要な
のは，私学制度の存在自体を容認するのが民主主義の原則に適合するこ
とである。元来教育は一面普遍的方面をもっているとともに他面，教育
者の自由な個人的活動，個人の創意の発揮であり，官僚的精神とはおよ
そ相容れないものである。従ってそれは高度の公共性をもっているにも
かかわらず，本質において私学的なものである。……私立学校制度はあ
る程度において国家内における自由な思想圏，文化圏の存在を承認する
ことである。これは民主的な多元的国家観（pluralism）を前提としてい
る。従って私学の存在は民主主義の存否を測定する１つの尺度となり得
るのである｡」田中・前掲注(71)662頁。
(82) この種の隘路を克服する具体的方途は，例えば,「教育への補助は学
校に対してではなく，個々の国民に対して行う」(松井茂記『日本国憲
法〔第２版]』(有斐閣，2002年）184～185頁，内野正幸『憲法解釈の論
点〔第４版]』(日本評論者，2005）183頁) 方法がある。こうした方式
は，既に社会福祉の分野で導入されている。社会福祉の増進のための社
会福祉事業法等の一部を改正する等の法律（平12法111）により，社会
福祉サービス等について，従来の措置制度を原則廃止し，利用者本人に
公的助成をする支援費制度が新たに導入された。こうした個人に対する
支出は，89条後段規制にも触れず，私的組織の自主性・独自性が生かさ
れるばかりでなく，私的機関を利用する者と公的機関を利用する者と，
同じ納税者間の利益の還元における「公平性」という点でも，合理的な
支援制度といえる。
(83) 阪本教授は,「緩和説」に立った上での「公の性質」説に対して,「そ
こでいわれる「公的」とは，等しくあまねくという意味での「公共的」
というほどの意味であって，89条の予定する「公的」すなわち「公権力
関係的」という用法との混同がみられる」と批判する（阪本・前掲注
憲法89条後段「公の支配」の意味 77
(76)322頁)。同じく青柳教授も,『公の性質』説は,「89条後段の「公の
支配」の意味内容をすり替えてしまっている｣。｢89条後段の「公の支配」
で問われているのは，公金支出の対象となる事業自体の性質ではなく，
公権力と私的事業との「公権力的関係｣，すなわち，監督とか規制とい
う関係である」と批判する（青柳・前掲注(76)121頁)。しかしながら，
既に述べたように，89条後段は公権力，とりわけ立法の財政統制権を実
体的に規制する規定と捉えるべきであって,「公権力と私的事業との
「公権力的関係」と私的組織・団体への規制規定と捉えることこそ,
「すり替え」ということにならないのか。
(84) 甲斐教授は,「厳格説」に立つ「違憲説」も,「緩和説」に立つ「合憲
説」も，89条後段を「実質的に削除したのと同じ効果を招来」するもの
であって，両者の相違は,「空文化するための法的テクニックの相違に
あるに過ぎない」という，興味深い指摘をしている（甲斐・前掲注(78)
307頁)。
(85) 前掲注(75)参照。
(86) 笹川・前掲注(９)68頁。
(桃山法学 第８号 ’06)78
